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１．はじめに

人口減少社会を迎え，特に中山間地域の集落では，高齢化や世帯

数の減少に伴い，コミュニティ・自治機能、集落産業サポート機能，

文化・生活機能といった集落機能が著しく低下し，集落再生が困難

であることが指摘されている 1) ~ 3)。 
国においても，維持・存続が危ぶまれる小規模・高齢化する集落

の現状の把握やそれに伴う将来像の検討がなされてきている4) ~7) 。

その中で，小規模化する集落の運営のあり方について，単独集落か

ら集落連携や小学校区単位への実施主体の拡大，新たな組織や人材

の確保などが議論されている。

兵庫県においても，人口減少と高齢化の進展により顕在化してい

る小規模集落 8) の課題を把握しつつ，その活性化をめざして平成

20 年度から地域再生大作戦 9) を行ってきている。地域再生大作戦

の開始前後より，地域再生の拠点整備とそこでの活動を支える組織

として，小学校区単位で「まちづくり協議会」が結成された。本研

究の対象地である丹波地域ではすべての小学校区に結成され，これ

まで様々な支援事業が展開されてきている。しかしながら，支援事

業が必ずしも必要な地域に行き渡っていないのではないかという

懸念や，集落機能の維持が困難になってきている集落の統合問題が

顕在化してきており，集落機能を維持するためにどのような実施主

体が妥当であるのか明らかにすることが喫緊の課題となっている。

ここで，集落機能を維持していくためには，地域コミュニティの形

成，物的な生活環境の維持，経済的側面を支える生業の活性化など

に係わる様々な地域活動が，集落で活発に行われていることが必要

である。しかし，丹波地域においては，様々な地域活動の実施の有

無やその実施主体などは不明であり，集落が小規模化するに伴い集

落機能を維持することが困難になり，集落連携や校区などのサポー

トが必要になってくることが予想される。

そこで本研究では，小規模集落化に伴って集落機能の維持が課題

になっている中で，まちづくり協議会による小学校区単位での取り

組みが進められている，兵庫県の丹波地域を対象として，小学校区

内の地域活動の動向にも詳しいまちづくり協議会への調査を通じ

て，集落機能として必要と思われる多面的な地域活動の実施程度と

実施主体を把握し，小学校区単位での集落の小規模化の現状との関

係を明らかにすることを目的とする。

２．研究方法

（１）調査対象地の概要 

兵庫県丹波地域は，丹波篠山市と丹波市の2市で構成され，神戸

市や大阪市などの都市部から電車で 1 時間程度の内陸部に位置し

ている。丹波地域では，1988 年の「丹波の森宣言」に基づいて丹

波の森づくりが進められており 10) ，丹波の森研究所による地域ア

ドバイザー派遣事業や兵庫県による地域再生大作戦などの地域再

生事業に積極的に取り組んでいる。平成 31 年度末の人口は 10 万

6 千人，その内65 歳以上の高齢化率は30.3%である。丹波地域の

小学校区は44校区で，計583集落で構成されている。丹波地域全

体での小規模集落は 156 集落（全集落の 26.8%）と集落の小規模

化が進行しており，集落の統合化などの課題も顕在化している。

（２）調査方法

本研究では，集落機能を維持する活動として，社会的側面・環境

的側面・経済的側面に対応する，表－1 に示す 28 の地域活動を選

定した。既往調査 11) では，本研究の対象地である丹波地域を対象

としており，コミュニティ・自治機能，集落産業サポート機能，文

化・生活機能に対応した具体的な地域活動が把握されている。本研

究においては，その結果も踏まえて，丹波地域における集落機能の

維持に係わる地域活動として，コミュニティの形成に係わる活動

（伝統的なまつりなど 9 活動），環境性能の維持に関する活動（川

の動植物現況調査など12活動），生業の活性化に係わる活動（放棄

林の現況調査など7活動）を再整理した。 
地域活動の実施程度は，それぞれの活動に対して，「校区全域で

実施している」「校区内の一部地域で実施している」「実施していな

い」の3択で把握した。そして，地域活動毎の現在の実施主体と将 
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来予想される実施主体を，それぞれ「集落単独で実施」「近隣集落

と合同で実施」「校区全体で実施」の3択で把握した。 
地域活動の実施程度と実施主体は，丹波地域の各小学校区のまち

づくり協議会の代表者への郵送での配布回収によるアンケート調

査により把握した。アンケート調査は，令和元年7月に実施し，年

度末までにすべてのまちづくり協議会（44校区）から回答を得た。 

（３）解析方法 
 まず，地域活動の実施程度では，「全域実施」「一部実施」「実施

なし」「不明」の構成割合を求め，「全域実施」「一部実施」「その他

（実施なし＋不明）」12) にそれぞれ 3～1 点を与えクラスター分析

（クラスター間の類似度はウォード法による距離の近さより判断）

により，地域活動を分類した。地域活動の実施主体では，地域活動

の分類毎に「全域実施および一部実施」のみを対象として「単独集

落で実施」「集落連携で実施」「校区単位で実施」の構成割合を求め，

現在および将来の実施主体を比較した。 
 次に，既往研究の知見 13) と兵庫県での小規模集落の定義をもと

に，図－1に示すように，集落の小規模化の状況をR1～R5の5ラ

ンクに区分した。既往研究の知見 13) によると，高齢化率50%以上

の集落では集落機能の再生が困難であり，世帯数20戸未満の集落

では集落機能が著しく低下することが明らかとなっている。そこで 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究では，まず世帯数20世帯未満，高齢化率50%以上の集落を，

小規模化が最も進行し集落機能が低下している可能性が高い集落

R1として区分した。また兵庫県で定めた小規模集落の定義 8) に含

まれる集落の中で，高齢化率50%以上あるいは世帯数20戸未満の

いずれかに合致する集落を R2，それ以外を R3 と区分した。さら

に，R1～R3を除き，高齢化率40%以上あるいは世帯数50戸未満

のいずれかに合致する集落をR4とし，それ以外を集落の小規模化

はみられず集落機能は維持されていると考えられる集落R5として

区分した。これをもとに，小学校区単位での小規模集落化の現状を

把握し，R1～R5の構成割合をもとにクラスター分析（クラスター

間の類似度はウォード法による距離の近さより判断）により校区を

分類した。その結果求められた校区分類と実施程度および実施主体

との関係を分析した。校区分類毎の実施程度の比較では，「全域実

施」「一部実施」「その他（実施なし＋不明）」にそれぞれ3～1点を

与え，平均値を算出し，その標準誤差をもとに比較した。また，校

区分類毎の実施主体の比較では，校区分類で全域あるいは一部で実

施している校区のみが対象となるので，該当する校区数が少ない場

合には特異な傾向を示すことが懸念される。そのため，各校区分類

において，当該校区分類の校区数（8～18校区）の内，半数以上の

校区が実施している地域活動を分析の対象とした。 
 

３．分析結果及び考察 
（１）地域活動の実施程度 
 表－1に示す地域活動の全域実施，一部地域での実施の割合をみ

ると，まず地域活動の種類別に以下の傾向が読み取れる。 
コミュニティ形成に係わる地域活動(01～09）の実施率が高く，

特に文化祭(07)，住民同士の懇親会(09)，青少年育成活動(08)を除く

6つの地域活動は，全域で実施が6割から8割，一部地域での実施

も含めると 8 割から 9 割以上と高い実施率である。環境性能の維

表－1 地域活動の実施程度 

全域
実施

⼀部
実施

実施
なし

不
明

01 防犯活動 80 5 11 5
02 防災活動 66 27 5 2
03 ⾼齢者福祉活動 55 36 2 7
04 敬⽼会 75 18 7 0
05 伝統的なまつり 64 32 2 2
06 スポーツレクリ 68 23 5 5
07 ⽂化祭 30 50 16 5
08 ⻘少年健全育成活動 41 14 30 16
09 住⺠同⼠の懇親会 32 27 27 14
10 放棄林の現況調査 9 18 55 18
11 森林資源の利⽤提案 5 16 64 16
12 川の動植物現況調査 11 18 55 16
13 川の改修や利活⽤ 9 25 43 23
14 休耕⽥の現況調査 34 23 27 16
15 貴重⽣物を守る活動 5 25 50 20
16 ⽣き物⽣息環境の改善 2 23 52 23
17 近隣の清掃や草刈 84 11 0 5
18 緑化活動 9 32 43 16
19 空き家の現況調査 32 27 32 9
20 空き家の利活⽤ 14 30 43 14
21 景観保全活動 18 32 41 9
22 集落の将来計画づくり 14 27 45 14
23 森林の共同管理 9 25 52 14
24 川の共同管理 18 18 52 11
25 集落営農の推進 7 59 20 14
26 農産物のブランド化 7 32 45 16
27  六次産業化 5 14 68 14
28 遊休施設の活⽤ 5 18 66 11
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図－1 世帯数・高齢化率による集落のランク分け 
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図－2 地域活動のクラスター分析結果 
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持に係わる地域活動(10～21)では，近隣の清掃や草刈(17)の実施率

が全域で8割を超える高い実施率で，続いて休耕田や空き家の現況

調査(14,19)が全域での実施が 3 割程度とやや高く，その他の地域

活動は相対的に低い。生業の活性化に係わる活動（22～28）では，

全域での実施率は相対的に低いが，一部での実施に着目すると集落

営農(25)の推進が6割を超えやや高い。 
 次に図－2 の地域活動のクラスター分析の結果に着目すると，3
つのグループに分類される。第1グループは，コミュニティ形成に

係わる地域活動の中で実施率の高い6つの地域活動に，環境性能の

維持に係わる「近隣の清掃や草刈」を加えた実施率が高い地域活動

のグループである。このグループの地域活動が，校区の代表的な地

域活動といえる。また，「近隣の清掃や草刈」は，「伝統的なまつり」

「高齢者福祉活動」「防犯活動」といったコミュニティ形成に係わ

る地域活動と小グループを形成しており，環境性能の維持に加えて

コミュニティ形成にも間接的に寄与することが期待される地域活

動であると思われる。第2グループは，第1グループ以外のコミュ

ニティ形成に係わる地域活動と環境性能の維持に係わる地域活動

の中で，空き家や休耕田の現況調査や景観保全活動といった主に生 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

活環境の維持に係わる地域活動で構成されるグループである。「景

観保全活動」と「空き家の現況調査」「空き家の利活用」は小グル

ープを形成しており，「景観保全活動」においては，空き家問題と

の係わりが大きいと類推される。第3のグループは，森林や川など

の自然インフや生物の保全や再生などの環境性能の維持に係わる

地域活動と生業の活性化に係わる地域活動のグループである。相対

的に実施割合が少ないグループであるが，その中で「農産物のブラ

ンド化」「六次産業化」「集落営農の推進」といった生業の活性化に

係わる地域活動と「放棄林の現況調査」「森林資源の利用提案」「生

き物の生息環境の改善」といった自然インフラに係わる環境性能を

維持する地域活動が，小グループを形成している。このことは，生

業の活性化において，その基盤環境の再生の取り組みが少ないなが

らも実施されつつあることを示していると思われる。 
（２）地域活動の実施主体 
 表－2に示す現在の実施主体をみると，単独集落で実施される割

合が50%を超える地域活動が，16活動と相対的に多い。一方，防

犯活動(01)，防災活動(02)，スポーツレクリ(06)，青少年育成活動

(08)，6次産業化(27)，遊休施設の活用(28)などの6活動は，現状に

おいて校区単位で50%を超えて実施されている。一方，将来の実施

主体をみると，単独集落で実施される割合が 50%を超える地域活

動は，敬老会(04)，住民同士の懇親会(09)，近隣の清掃や草刈(17)，
空き家の現況調査(19)，休耕田の調査(14)など5 活動に留まり，校

区単位で50%を超えて実施される地域活動は，6活動（現在）から

11 活動（将来）と将来の方が多くなっており，全体平均でも 35%
（現在）から 43%（将来）に増えている。また，集落連携で 50%
を越えて実施される活動も，1活動（現在）から4活動（将来）と

将来の方が多くなっており，全体平均でも 17%（現在）から 26%
（将来）に増えている。以上の結果から，現在と将来の実施主体を

比較すると，将来では集落連携や校区単位の実施主体が多くなると

予想される。 
グループ別にみると，実施率が高い第1グループでは，現在でも

校区単位の 50%を超える活動が 3 活動みられ，グループ平均をみ

ると，将来の実施主体は校区単位が現在と同様に高いのに加え，集

落連携が多くなっている。ただし，「伝統的なまつり」に関しては，

現在も将来も 50%を超える特徴的な傾向はみられず，多様な実施

主体となっている。また，「高齢者福祉活動」に関しては，将来の

集落連携が 50%を越えており，他の地域活動とは異なる傾向を示

している。第 2 グループでは，現在の実施主体で単独集落が 50%
超える活動が 6 活動中 5 活動と多い。その中で「住民同士の懇親

会」「空き家の現況調査」は，将来でも単独集落が50%を超えてい

るのに対し，「文化祭」「空き家の利活用」は校区単位が50%を超え

ており，実施主体の将来のあり方が地域活動により異なっている。

また，「青少年健全育成活動」については，現在も将来も校区単位

の割合が高くなっている。グループ平均でみると，単独集落は53%
（現在）から38%（将来）に減少し，逆に校区単位は36%（現在）

から48%（将来）に増加している。第3グループでは，現在の実施

主体では単独集落で 50%を超える地域活動が 14 活動中 9 活動と

多いのに対し，将来の実施主体では単独集落で 50%を超える地域

活動はない。将来の実施主体は，現在に比べて「集落営農の推進」

「森林の共同管理」「川の共同管理」は集落連携が，「生き物生息環

境の改善」「川の動植物現況調査」「貴重生物を守る活動」は校区単

位が多くなっている。また，「六次産業化」「遊休施設の活用」は，

現在も将来も校区単位が 50%を超えている。グループ平均で現在

と将来を比較すると，単独集落は減少し，集落連携および校区単位

は増加する傾向にある。以上のように，第3グループでは，他のグ

ループに比して，将来において単独集落での実施主体が少なく，集

落連携や校区単位での実施主体に拡がる可能性が強いことが予想

される。 

表－2 地域活動の実施主体 

単独
集落

集落
連携

校区
単位

単独
集落

集落
連携

校区
単位

01 防犯活動 8 5 87 3 9 88
03 ⾼齢者福祉活動 27 35 38 18 53 29
05 伝統的なまつり 43 33 25 41 33 26
17 近隣の清掃や草刈 60 17 24 51 29 20
02 防災活動 32 17 51 13 21 66
04 敬⽼会 78 3 20 65 22 14
06 スポーツレクリ 21 26 54 22 22 57
 （グループ平均） 38 19 43 30 27 43
07 ⽂化祭 52 3 45 30 6 64
09 住⺠同⼠の懇親会 67 21 13 52 28 20
08 ⻘少年健全育成活動 21 4 75 12 0 88
14 休耕⽥の現況調査 48 4 48 56 8 36
19 空き家の現況調査 65 12 23 52 17 31
20 空き家の利活⽤ 63 5 32 40 8 52
21 景観保全活動 59 23 18 27 27 46
 （グループ平均） 53 10 36 38 13 48
10 放棄林の現況調査 64 27 9 43 29 29
11 森林資源の利⽤提案 78 0 22 33 42 25
16 ⽣き物⽣息環境の改善 55 27 18 13 13 73
27  六次産業化 25 25 50 8 23 69
25 集落営農の推進 74 22 4 30 59 11
26 農産物のブランド化 56 13 31 28 28 44
12 川の動植物現況調査 36 21 43 19 31 50
15 貴重⽣物を守る活動 38 15 46 6 24 71
13 川の改修や利活⽤ 67 20 13 35 18 47
28 遊休施設の活⽤ 8 0 92 12 24 65
18 緑化活動 50 28 22 37 26 37
22 集落の将来計画づくり 67 6 28 41 30 30
23 森林の共同管理 69 25 6 20 55 25
24 川の共同管理 49 50 6 32 50 45
 (グループ平均） 52 20 28 25 32 44

47 17 35 31 26 43
50%以上 (単位:%)

現在の実施主体 将来の実施主体

  （全体平均）

第
３
グ
ル
ổ
プ

第
２
グ
ル
ổ
プ

第
１
グ
ル
ổ
プ

分
類

地域活動
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（３）世帯数・高齢化率による集落のランク分けからみた校区分類

丹波地域の44校区（小学校区単位）を対象に，校区内の集落類

型の構成割合をもとにクラスター分析を行った結果，4つのグルー

プに分類された（図－3）。第1グループ（校区分類1）は，味間校

区など9校区で，小規模集落化がみられない「高齢化率50未満で

世帯数が50 戸以上の集落」（R5 集落）が，表－3 に示すようにグ

ループ平均で 75.6%と最も大きいグループである。第 2 グループ

（校区分類2）は，岡野校区など8校区で，グループ1に次いでR5
集落のグループ平均が45.6%と高く，R2～R4集落のグループ平均

が校区分類1よりも大きくなっているグループである。第3グル 

 

ープ（校区分類 3）は，篠山校区など 18 校区で，第 1 および第 2
グループに比して，R5集落のグループ平均が24.4%に減少し，R2
集落のグループ平均は 8.7%に増加しているグループである。第 4
グループ（校区分類4）は，畑校区など9校区で，小規模集落化が

最も進行しているR1集落のグループ平均が15.7%と最も高く，R5
集落のグループ平均は，4.6%と最も低いグループである。以上のよ

うに，校区分類1から校区分類4に向けて，小規模集落化の進行が

著しくなっていく校区に分類できた。

（４）校区分類と地域活動の実施程度との関係

図－4に示すように，各地域活動に対して，校区分類ごとの平均

値を比較すると，標準誤差より有意な差が認められる地域活動は，

「伝統的なまつり(05)」「休耕田の現況調査(14)」「空き家の現況調

査(19)」「空き家の利活用(20)」「景観保全活動(21)」「川の改修や利

活用(13)」「集落の将来計画づくり(22)」「川の共同管理(24)」の8つ

の地域行動であった。

小規模集落の進行が最も遅い校区分類1 では，「伝統的まつり」

「川の改善や利活用」の実施率が高い状況にある。一方，小規模集

落の進行が著しい校区分類4では，他の校区分類に比べ空き家の問

題が相対的に大きくなっていることが予想され，その地域課題に対

表－3 校区分類毎のR1～R5の構成割合 

01  篠⼭
26 北(幸世)
31 ⿊井
02 ⼋上
12 ⻄紀南
40 ⽵⽥
33 ⼤路
36 上久下
37 久下
43 鴨庄
04 城北
27 佐治
35 ⾈城
41 前⼭
14 ⻄紀北
29 神楽
06 ⽇置
12 ⻄紀
03 畑
30 遠阪
09 福住
15 ⼤⼭
25 南(沼貫)
07 後川
11 ⼤芋
10 村雲
08 雲部
05 岡野
24 ⻄(葛野)
18 古市
22 中央
44 三輪(美和)
19 今⽥
38 ⼩川
28 芦⽥
16 味間
21 新井
17 城南
20 崇広
23 東(⽣郷)
39 和⽥
34 進修(国領)
32 春⽇部
42 吉⾒

校
区
分
類
３

校
区
分
類
４

校
区
分
類
２

校
区
分
類
１

R1 R2 R3 R4 R5 

図－3 集落のランク分けからみた校区分類 

R1 R2 R3 R4 R5
校区分類１ 3.0 0.0 2.5 19.0 75.6
校区分類２ 4.0 5.9 12.9 31.6 45.6
校区分類３ 3.7 8.7 10.0 53.1 24.4
校区分類４ 15.7 20.4 24.0 35.2 4.6

全体 6.1 8.8 11.9 38.5 34.7
（単位：％）
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応して「空き家の現況調査」「空き家の利活用」「景観保全活動」の

実施率が高くなっていると類推される。すなわち，小規模集落の進

行に対して地域の危機意識が増大しているとも推測される。校区分

類 1 と 4 の間に位置する校区分類 3 では，中庸な傾向であるのに

対し，校区分類2 では，「休耕田の現況調査」「空き家の現況調査」

「景観保全活動」「集落の将来計画づくり」「川の共同管理」の実施

率が低い状況にあり，他の校区類型に対して有意に実施率が高い地

域活動はなかった。

（５）校区分類と地域活動の実施主体との関係

表－4は，校区分類毎に現在および将来の実施主体を比較するこ

とができた11の地域活動を示している。11の地域活動は，実施率

の高い地域活動であり，ここでの分析結果より，基盤的な地域活動

に関して，校区分類毎の実施主体の相違の有無を探ることができる

と考えられる。

この中で，「近隣の清掃や草刈」「敬老会」「休耕田の現況調査」

「空き家の現況調査」の4つの地域活動では，いずれも現在および

将来の実施主体は単独集落が多く，その割合は将来でやや小さくな

るケースが多く，校区分類間での顕著な差が認め難い。

一方，「防犯活動」「防災活動」「スポーツレクリ」は，現在および

将来ともに校区分類4において校区単位が多くなっている。「文化 

祭」は，現在の実施主体は校区分類4で校区単位が多くなっている。

「高齢者福祉活動」は，現在の実施主体が，校区分類1で単独集落

が多いのに対し，校区分類4で校区単位が多くなっている。将来の

実施主体は，校区分類1～3は集落連携が多いのに対し，校区分類

4では校区単位がやや多くなっている。「集落営農の推進」は，将来

の実施主体は，校区分類 1 に比して校区分類 3 と 4 で集落連携が

多くなっている。以上の地域活動では，校区分類4や3で，校区単

位や集落連携で実施する割合が多くなっており，小規模集落化が影

響している地域活動であると類推される。

「伝統的なまつり」は，校区分類1と2で単独集落，校区分類3
で集落連携，校区分類4で校区単位がそれぞれ多くを占め，かつ現

在および将来の実施主体は大きく変化していない。このように「伝

統的まつり」は，各校区の固有の歴史性に立脚して，独自に取り組

図－4 校区分類ごとの地域活動の得点の平均値 

表－4 校区分類別にみた地域活動の実施主体 

集落 連携 校区 集落 連携 校区
校区分類１ 0 11 89 0 22 78
校区分類２ ー ー ー ー ー ー
校区分類３ 7 7 86 9 9 82
校区分類４ 0 0 100 0 0 100
校区分類１ 50 38 13 13 63 25
校区分類２ 17 33 50 0 60 40
校区分類３ 19 44 38 21 57 21
校区分類４ 29 14 57 29 29 43
校区分類１ 56 33 11 56 33 11
校区分類２ 57 29 14 50 33 17
校区分類３ 31 44 25 27 53 20
校区分類４ 38 13 50 44 0 56
校区分類１ 67 11 22 50 25 25
校区分類２ ー ー ー ー ー ー
校区分類３ 56 17 28 60 27 13
校区分類４ 63 13 25 50 13 38
校区分類１ 22 22 56 11 22 67
校区分類２ 14 29 57 14 29 57
校区分類３ 53 18 29 14 29 57
校区分類４ 13 0 88 13 0 88
校区分類１ 100 0 0 89 11 0
校区分類２ 75 0 25 50 33 17
校区分類３ 69 0 31 50 29 21
校区分類４ 75 13 13 75 13 13
校区分類１ 22 22 56 22 22 56
校区分類２ 29 29 43 33 17 50
校区分類３ 19 25 56 21 29 50
校区分類４ 14 29 57 13 13 75
校区分類１ 63 0 38 29 0 71
校区分類２ 40 20 40 40 20 40
校区分類３ 54 0 46 27 7 67
校区分類４ 43 0 57 33 0 67
校区分類１ 57 0 43 63 0 38
校区分類２ ー ー ー ー ー ー
校区分類３ 22 11 67 40 20 40
校区分類４ 80 0 20 67 0 33
校区分類１ 83 0 17 57 14 29
校区分類２ ー ー ー ー ー ー
校区分類３ 55 27 18 33 25 42
校区分類４ 86 0 14 88 0 13
校区分類１ 86 14 0 43 43 14
校区分類２ ー ー ー ー ー ー
校区分類３ 70 30 0 20 70 10
校区分類４ 71 14 14 13 75 13

(単位:％) 50%以上 75%以上

校区分類
現在の実施主体 将来の実施主体

01 防犯活動

第
1
グ
ル
ổ
プ

地域活動

第
2
グ
ル
ổ
プ

第
3
グ

ル
ổ
プ

14 休耕⽥の
現況調査

19 空き家の
現況調査

25 集落営農
の推進

03 ⾼齢者福
祉活動

05 伝統的な
まつり

17 近隣の清
掃や草刈

04 敬⽼会

06 スポーツ
レクリ

07 ⽂化祭

02 防災活動

643ランドスケープ研究 84 (5)，2021



まれる傾向にあると類推される。丹波篠山市で最近実施された伝統

的なまつりの現状調査 14) の担当者の私信によると，伝統的なまつ

りは継続されていても，その内容が年々簡素化される傾向にあるこ

とが指摘されている。このように，「伝統的なまつり」は小規模集

落化の影響を受けており，地域固有の地域活動であるが故に，他の

地域活動と比べて難しい課題を抱えていると思われる。

４．まとめ

丹波地域において多面的な地域活動を調査した結果，地域活動の

実施割合もとにしたクラスター分析結果から大きく 3 グループに

分類できた。グループ毎に地域活動の実態と小規模集落化との関係

を整理する。

第1グループに分類された地域活動は，コミュニティ形成に係わ

る活動を主体にして実施率が高く（図－2），集落機能を維持する代

表的な地域活動といえる。まず，「防犯活動」「防災活動」「スポー

ツレクリ」をみると，現在すでに校区単位での実施が50%を超えて

おり（表－2），小規模集落化が最も著しい校区分類4で校区単位の

実施割合が多くなっており（表－4），小規模集落化の影響が顕在化

し，小規模集落化の進行に伴って，実施主体の校区単位への円滑な

移行の検討なども必要になっているといえる。次に，環境性能の維

持に係わる活動として設定した「近隣の清掃や草刈」は，コミュニ

ティの形成にも間接的に寄与していることに加え，校区分類にかか

わらず現在および将来とも単独集落で実施される割合が 50%を超

えており（表－4），集落機能の維持において重要な役割を担ってい

ることを再認識する必要があるといえる。さらに，高齢者のコミュ

ニティ形成に係わる地域活動に着目すると，「敬老会」では現在お

よび将来で単独集落での実施が50%を超えており，また「高齢者福

祉活動」では将来は校区単位より集落連携が多くなっていることよ

り（表－4），単独集落の実施に加え地縁的な繋がりが保たれた，や

や広域での取り組みのあり方も今後検討していく必要があると考

えられる。「伝統的なまつり」については，他の地域活動とは様相

が異なっており，小規模集落の影響を受けながら，地域固有の歴史

性に立脚した地域活動であり，他の地域活動に比べより難しい課題

を抱えていることを認識する必要があるといえる。

第2グループに分類された地域活動は，家屋や田畑など生活生業

に関わる環境性能の維持活動と第 1 グループ以外のコミュニティ

形成活動で構成され，第１グループに次いで実施率は高い（図－2）。
実施主体に着目すると，現在の実施主体は単独集落の割合が高い地

域活動が多いが，将来の実施主体は，単独集落よりも校区単位の割

合が多くなっている（表－2）。特に「文化祭」「空き家の利活用」

などでその傾向が強い。また，「空き家の利活用」「空き家の現況調

査」は，小規模集落の進行が最も著しい校区分類4で実施程度が高

く（図－4），空き家の問題の顕在化や小規模集落化への危機意識が

増大していると類推され，生活生業に関わる環境性能の維持活動へ

の取り組みの強化が必要と思われる。さらに，「住民同士の懇親会」

は，現在将来ともに単独集落での実施割合が高く，「青少年健全育

成活動」は現在将来ともに校区単位が多くなっており（表－2），コ

ミュニティ形成に関わる活動でも，求められる実施主体が異なるこ

とに留意していく必要があるといえる。

第3グループに分類された地域活動は，自然環境や生物生息など

自然インフラに関わる環境性能の維持活動と生業の活性化に関わ

る活動で構成され，他のグループに比べ相対的に実施率が低い（図

－2）。実施主体に着目すると，現在の実施主体が単独集落の割合が

多いのに対し，将来の実施主体は単独集落で 50%を超える地域活

動はなく（表－2），校区単位および集落連携が多くなる可能性が大

きいと予想される。また，「川の改修や利活用」「集落の将来計画づ

くり」「川の共同管理」では校区分類間で有意な差がみられ，小規

模集落化の進行が最も遅い校区分類 1 で実施率が高い傾向にある

ことが分かった（図－4）。さらに，「農産物のブランド化」「六次産

業化」「集落営農の推進」といった生業の活性化において，その基

盤環境の再生に係わる「放棄林の現況調査」「森林資源の利用提案」

「生き物の生息環境の改善」などの取り組みが少ないながらも実施

されていると類推される（図－2）。このことより，今後，自然イン

フラの再生や生業の活性化に係わる地域活動の連携の必要性が示

唆される。この中で「集落営農の推進」については，校区分類4と

3の将来の実施主体で，集落連携が多くなっており（表－4），小規

模集落化の影響が認められ，校区単位ではなく地縁的にも係わりの

深い集落間での連携実施の必要性が求められているといえる。

以上のように，丹波地域において小規模集落化に伴う地域再生の

あり方を探る視点として，各校区で実施されている様々な地域活動

間の関連性や現在および将来の実施主体の動向，小規模集落の影響

が懸念される地域活動などが有用な知見として確認され，今後それ

らを踏まえた行政による取り組みが期待される。
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